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２．１ 課題１ 南海トラフ地震の評価手法高度化と他地域への展開研究 

２．１．１ 陸海観測データを用いた地震活動モニタリング 

（1）業務の内容 

(a) 業務題目「陸海観測データを用いた地震活動モニタリング」 

 

(b) 担当者 

所属機関  役職 氏名 

国立研究開発法人  

防災科学技術研究所  

研究部門長  

主任研究員  

主任研究員  

上席研究員  

主任研究員  

主任研究員  

副研究部門長  

汐見 勝彦 

三好 崇之 

松澤 孝紀 

浅野 陽一 

松原 誠 

田中 佐千子 

㓛刀 卓 

東京大学地震研究所  教授 篠原 雅尚 

国立研究開発法人  

海洋研究開発機構  

センター長  

センター長代理  

グループリーダー  

主任研究員  

主任研究員  

主任研究員  

主任研究員  

副主任研究員  

研究員 

ポストドクトラル研究員 

JSPS 外来研究員  

藤江 剛 

尾鼻 浩一郎 

中村 恭之 

利根川 貴志 

新井 隆太 

白石 和也 

仲西 理子 

縣 亮一郎  

Qin, Yanfang 

Su, Jun  

Flores, Paul Caesar M 

Earth Sciences New Zealand Geophysicist 

Geophysicist 

Bassett, Dan 

Tozer, Brook 

 

(c) 業務の目的 

陸域及び海域の定常観測による連続データと三次元地下構造モデルを用いて、従来よ

りも高い精度で通常の地震及びスロー地震活動の自動モニタリングを行うシステムを

開発する。本課題で構築した三次元地下構造モデルとモニタリング成果に基づき、沈み

込み帯における地震活動の詳細な時空間分布の把握やテクトニクス的な意義付けの考

察、プレート境界面の状態把握の実現に向けた研究開発を進める。南海トラフ域におい

ては、既存の陸域の地震観測網や地震・津波観測監視システム（DONET）に加え、新た

に構築された南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）による観測データを用いて、南海

トラフ海域及びその周辺で発生する通常の地震活動及びスロー地震活動検出の高度化、

震源決定精度の向上に繋がるシステム開発を行う。海域及び陸域の構造探査や地震観測
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データ等の解析を通じ、三次元地下構造モデルの高精度化、最適化を行うとともに、本

モデルを基準モデルとして通常の地震活動及び南海トラフ沿いのスロー地震活動の迅

速な検知と解析を実現する。日本海溝・千島海溝域においては、陸域地震観測網及び日

本海溝海底地震津波観測網（S-net）による観測データ、構造探査データ等に基づいて構

築される三次元地下構造モデルを用いた自動震源決定システムを新たに整備し、定常的

な地震活動モニタリングを実現するとともに、スロー地震モニタリングを実現するため

の技術開発を行う。三次元地下構造モデルの構築並びに最適化にあたっては、新たな観

測データや探査データの活用を含めた検討を行う。  

 

(d) ５か年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 

1) 令和７年度： 

南海トラフ域において、新たな観測網である N-net の観測データの評価を行うとと

もに、「防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト」（以下、防災南海プ

ロジェクト）で構築した三次元地下構造モデルを用いて震源決定を自動的に行うシス

テムに N-net による観測データを追加した。これにより得られた震源情報や発震機構

解情報の評価に着手した。N-net データ及び一次元地震波速度構造を用いて、南海ト

ラフ沿いで発生するスロー地震（微動）のモニタリングシステムを試験的に構築し、

結果の評価を行った。より現実的な三次元地下構造モデルを用いた自動震源決定シス

テム構築に向け、深層学習技術を用いることにより、詳細な三次元地下構造モデルで

も高速かつ安定した走時計算を実施するための解析手法を開発した。さらに、その解析

手法を活用して三次元地下構造モデルの不確実性を評価できるトモグラフィ解析手法の開発

を進めた。既存データに基づく南海トラフ域の三次元地下構造モデル更新に着手する

とともに、南海トラフ域及び日本海溝・千島海溝域の三次元地下構造モデル構築及び

更新のため、構造データや観測データ、研究成果、知見の収集・蓄積・整理を行った。 

2) 令和８年度： 

南海トラフ域において、N-net データを用いて得られた震源カタログの評価を進め

る。スロー地震モニタリングの仮運用を開始するとともに、DONET 海域を解析対象

に加えるための技術開発とシステム拡張を行う。日本海溝・千島海溝域では、既存の

三次元地下構造モデルを用いた自動震源決定の試行を進める。深層学習による走時解

析手法については南海トラフ域で試験解析と評価を行い、トモグラフィ解析への適用

を進める。三次元地下構造モデルの構築・更新に向け、新たな観測データや研究成果

の収集・整理を継続するとともに、南海トラフ海域の三次元地下構造モデルの更新作

業を継続する。 

3) 令和９年度： 

構築したモニタリングシステムの仮運用を継続しつつ、得られた結果と他の様々な

カタログとの照合により課題を抽出することで、解析手法の改良・高度化を行う。深

層学習を用いて開発した高速・安定的な走時解析手法を自動震源計算システムへ導入

するための改修に着手する。さらに、新たな観測成果や陸海域データを用いて南海ト

ラフ域の三次元地下構造モデルと断層モデルを更新するとともに、日本海溝・千島海

溝域では三次元地下構造モデルのプロトタイプ構築を進める。  
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4) 令和 10 年度： 

構築したモニタリングシステムの仮運用を継続しつつ、得られた結果の評価、解析

手法の改良・高度化を継続する。スロー地震モニタリングに三次元地下構造モデルを

試験導入し、課題を抽出する。南海トラフ海域では、深層学習を用いた走時解析手法

を組み込んだ自動震源計算システムを試験稼働させ、その成果を評価する。新たに収

集した観測データ等を用いて三次元地下構造モデルを更新する。日本海溝・千島海溝

域では断層モデルのプロトタイプを構築する。これまでに得られたモニタリング成果

や地下構造モデルを他のサブ課題と共有する。  

5) 令和 11 年度： 

構築したモニタリングシステムの仮運用を継続し、得られた結果の評価や必要な調

整を継続する。スロー地震解析では、三次元地下構造モデルの活用に向けて抽出した

課題を踏まえ、解析手法の高度化や高速化を図る。得られた解析結果や三次元地下構

造モデルを用いて、通常の地震とスロー地震の時空間的関係や推移、スロー地震の定

量化手法を検討する。深層学習を用いた走時解析手法を組み込んだ自動震源計算シス

テムの対象に日本海溝・千島海溝域を試験追加し、その結果を評価する。新たな観測

データに基づいて三次元地下構造モデルの更新を進める。これらの成果を基に、プレ

ート境界の構造的特徴や沈み込み帯での通常地震・スロー地震活動のテクトニックな

意義の評価を試みる。  

 

(e) 令和７年度業務目的 

南海トラフ域において、新たな観測網である N-net の観測データの評価を行うととも

に、防災南海プロジェクトで構築した三次元地下構造モデルを用いた自動震源決定シス

テムに N-net による観測データを追加する。これにより得られた震源情報や発震機構解

情報の評価に着手する。N-net データ及び一次元地震波速度構造を用いて、南海トラフ

沿いで発生するスロー地震（微動）のモニタリングシステムを試験的に構築し、結果の

評価を行う。より現実的な三次元地下構造モデルを用いた自動震源決定システム構築に

向け、深層学習技術を用いることにより詳細な三次元地下構造モデルでも高速かつ安定

した走時計算を実施するための解析手法を開発する。既存データに基づく南海トラフ域

の三次元地下構造モデル更新に着手するとともに、南海トラフ域及び日本海溝・千島海

溝域の三次元地下構造モデル構築及び更新のため、構造データや観測データ、研究成果、

知見の収集・蓄積・整理を行う。  

 

（2）令和７年度の成果 

① 陸海観測データを用いた地震活動の自動モニタリング 

(a) 業務の要約 

南海トラフ海域に新たに敷設された N-net の観測データを三次元地下構造モデルに基

づいて自動的に震源決定を行うシステムに導入し、通常の地震活動の震源計算の試行及

び結果の評価を実施した。その結果、三次元地下構造モデルと N-net の観測データを導

入することで、日向灘南部で発生する地震の震源深さ推定の安定性が著しく改善するこ

とを示した。また、一次元地震波速度構造を仮定し、N-net のデータにエンベロープ相
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関法を適用することにより、南海トラフ沿いで発生するスロー地震（微動）の検出と微

動源の決定を行った結果、微動は主として N-net の敷設海域の西半分で発生しているこ

とを明らかにした。さらに、N-net に整備されている海底ケーブル監視用の光ファイバ

を用いた分散型音響計測（Distributed Acoustic Sensing：DAS 観測）の試験観測を開

始した。 

 

(b) 業務の成果 

1) 三次元地下構造モデルを用いた自動震源決定システムの整備 

防災南海プロジェクト（令和２年度～令和６年度）では、南海トラフ及びその周辺で

発生する地震活動を迅速かつ精度良く把握することを目的として、高精度な海陸統合

三次元地下構造モデルの新規構築及びそのモデルを用いて自動的に震源位置を推定す

るシステム（以下、3D 震源決定システム）の整備を行った 1)。このシステムは、防災

科学技術研究所（以下、防災科研）が別途運用する一次元地震波速度構造を用いた自動

震源決定システム（以下、Hi-net システム）による震源情報をトリガーとし、その震

源位置を初期震源として三次元地下構造モデルを用いた震源再計算を自動的に、ある

いは手動で実行するものである。一方、これまで定常観測点の空白域であった室戸岬沖

から日向灘の海域では、南海トラフ海底地震津波観測網（N-net）の沖合システム及び

沿岸システムの整備が完了し、それぞれ 2024 年７月、2025 年６月から観測データの

収集と処理を開始した。N-net のデータ活用により当該海域で発生する地震の震源決定

精度の向上が期待されている。今年度は、3D 震源決定システムへ最新の三次元地下構

造モデルの反映と N-net による観測データの追加を行うとともに、これらのデータを

活用した震源再決定の試行とその結果の評価を行った。  

N-net の観測例として、2026 年２月 25 日に四国沖で発生した気象庁マグニチュー

ド（Mj）5.0 の地震の上下動成分の観測波形を図２－１－１－１に示す。観測波形につ

いて、陸域に設置された Hi-net 観測点の波形（黒線）の初動到着時刻が同時刻に揃う

よう震央距離Ｄを見かけ速度 7.5km/s で割った走時を差し引くことで時間軸を補正し

た。この結果、Hi-net の観測波形における初動は補助的に示した縦破線と良く対応し

ているのに対し、N-net 沖合システム（青線）や沿岸システム（橙線）には、縦破線よ

り数秒早く初動が到着する観測点の存在が確認出来る。図２－１－１－１の地図に示

されるとおり、初動が早く到着する観測点は震央からトラフ軸側に位置している。その

結果、地下の比較的浅部に存在するフィリピン海プレート由来の高速度媒質の影響を

受けるため、陸域観測点から想定される見かけ速度よりも地震波が速く伝播した。南海

トラフ海域で発生する地震の震源決定において N-net データを有効に活用するために

は、三次元地下構造モデルを活用することが不可欠であることが分かる。  
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図２－１－１－１ 2026 年２月 25 日 18:07 頃に四国沖で発生した Mj5.0 の地震に対する

上下動成分の観測波形例。震央距離Ｄと見かけ速度 7.5km/s に基づき時刻補正をした。波

形を表示した観測点の分布を地図中に示す。波形及び観測点の配色は観測網・観測システ

ムに対応しており、Hi-net、N-net 沖合システム、沿岸システムをそれぞれ黒、青、橙で

表した。波形を表示していない Hi-net 観測点は地図中の白丸で示した。地図中の星印は気

象庁による震央位置を示し、震央を中心とした 50km 間隔 200km までの等距離線を灰色

の円で示す。地図中の番号は波形横に示した観測点名の下二桁に対応する。  

 

 

3D 震源決定システムは、サーバ上に設定された複数の仮想マシン（VM）と計算結

果を保存するリレーショナルデータベース（RDB）から構成される。各 VM 上では異

なる計算パラメータや構造モデルを用いて完全に独立した震源計算を実施可能である。

計算によって推定された震源情報は、Hi-net システム側で与えられた地震ごとの ID に

加え、VM ごとに独自のサブ ID を添えて RDB に保存する。これにより、Hi-net シス

テムと 3D 震源決定システム間、及び 3D 震源決定システム内の異なる VM 間での結果

を互いに比較、検討することが容易に出来る。今回の震源計算の試行では、防災南海プ

ロジェクトで令和６年度に構築した海陸統合三次元地下構造モデル 1),2)と地震波走時

トモグラフィ解析による構造モデル 3)を新たに導入し、3D 震源決定システムの過去震

源再計算機能を用いて、2003 年１月～2026 年２月に発生した M1.0 以上の地震の震源

再決定を行った。三次元地下構造モデルを用いた震源再決定における走時計算は

Pseudo-bending 法 4)を用いた。以後、防災南海プロジェクトによる構造モデルを用い

て得られた震源カタログを BN24、トモグラフィ解析によるカタログを MB22 と呼ぶ。

なお、2024 年７月以降及び 2025 年 10 月以降に発生した地震については、それぞれ N-

net 沖合システム、沿岸システムの検測値が含まれる。得られた震源計算結果は、Hi-
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net システムによる震源カタログ（Hi1D）や気象庁一元化震源カタログ（JMA）5)、フ

ィリピン海プレート上面形状 2)と比較した。震源再計算対象領域と N-net の観測点分

布を図２－１－１－２に示す。 

 

 

図２－１－１－２ 3D 震源決定システムにより震源再計算を試行した領域（黄緑枠）。黒

線は図２－１－１－３、図２－１－１－４で示す断面の位置、灰色の線は南海トラフ巨大

地震の想定震源域 6)を表す。四角は海底に設置された N-net と DONET の観測点位置を表

す。 

 

 

再計算対象領域の西部に位置する日向灘は、南海トラフ巨大地震想定震源域内で最

も地震活動が活発な地域である。まず、Hi-net システムに N-net 沖合システムのデー

タが追加される前の期間を対象に、今回導入した新しい三次元地下構造モデルの有効

性評価を行う。前述の通り N-net 沖合システムのデータ収集開始は 2024 年７月だが、

同年３月下旬以降、Hi-net システム上で試験データを用いた震源決定が試行されてい

た。ここでは、この処理の影響を避けるため、試行開始前の 2024 年３月 23 日までを

対象期間とした。各震源カタログを用いて作成した日向灘の鉛直断面図を図２－１－

１－３に示す。三次元地下構造モデルを用いた再決定震源（MB22、BN24）は、全ての

断面の沖合側において初期震源（Hi1D）よりも浅くなる傾向が見られた。日向灘北部

（Ｎ断面、図上段）では、一次元地下構造モデルに基づく JMA や Hi1D の震源分布と

フィリピン海プレート上面モデル（青線）との間には薄い隙間が見られたが、MB22 や

BN24 の深さ 30km 以浅ではプレート沈み込みに伴う地震活動の上端とフィリピン海

プレート上面は概ね一致した。中部（Ｃ断面、図中段）では、いずれのカタログにおい

ても沖合に多数の浅い地震活動が認められた一方、深さ 35～40km 程度以深ではスラ

ブ内地震活動が主となった。南部（Ｓ断面、図下段）では、JMA や Hi1D、MB22 にお
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いて沖合（距離-20km 付近）で深さ 40km 以深の活発な地震活動が確認されたが、BN24

では同様の活動はほぼ認められなかった。MB22 は N-net 整備前の地震波走時データ

に基づくトモグラフィ解析に基づく三次元地下構造モデル 3)を用いている。日向灘北部

では、四国南西部と九州の観測点で波線を確保出来るのに対し、日向灘南部は九州のみ

の観測データでモデル推定が行われているため、モデルの信頼性に課題があると考え

られる。一方、BN24 で用いたモデルは、海域構造探査や臨時観測データ解析など複数

の成果を統合して構築されたものである 1),2)。結果として、40km 以深の活動が低調な

BN24 の震源分布がより現実的なものであろうと考えられる。 

 

 

図２－１－１－３ 各震源カタログに基づく日向灘の地震活動。左の地図に示した断面線

から±10km の範囲内で、2003 年１月１日から 2024 年３月 23 日までに発生したＭ１以

上の地震の震源分布を示す。Ｍ６以上は赤丸、Ｍ４以上は橙丸を用いた。縦列は同一の震

源カタログを用いており、最下部にカタログの略称を記す。横列は断面の位置に対応し、

上から順に北部（Ｎ断面）、中部（Ｃ断面）、南部（Ｓ断面）を示す。断面図中の青線はフ

ィリピン海プレート上面の位置 2)を、地図中の白菱形は観測点位置を表す。各断面図の右

が太平洋側、左が九州側である。  

 

 

次に、N-net 導入の効果を調べるため、N-net 沖合システム導入前後の震源分布を比

較した（図２－１－１－４）。Ｎ断面及びＣ断面では、N-net 導入前後の差異は明瞭で

はない。これは、これらの断面が N-net 沖合システムの観測点から離れていること、

特にＮ断面は四国南西部の観測点が比較的近くに位置するため、N-net による新たなデ

ータ追加が震源決定精度に大きな影響を及ぼさなかったことが要因である。今回、沿岸

システムについては導入からの期間が短く、導入前後の震源分布の変化を確認するこ

とは困難であった。沿岸システムの効果については、今後のデータ蓄積を待った上で改

めて評価する必要がある。一方、図２－１－１－３のＳ断面で見られたプレート上面よ

りも 10km 以上深い地震活動は、N-net 沖合システム導入後、いずれのカタログにおい

ても著しく減少した。従来、日向灘南部の沖合で発生する地震の震源決定には、震央距
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離の遠い陸域観測点のデータを用いるしかなかったため、特に震源深さの推定精度が

低下していた。N-net 沖合システムの導入により震央付近及び震央東側の観測点データ

が新たに追加されたことで、震源深さの推定が安定し、過去に震源位置を深く評価され

ていたような地震活動の評価精度向上につながったと言える。 

 

 

図２－１－１－４ N-net 導入前後の震源分布の比較。導入前を灰色、導入後を赤の点で

示す。断面線の位置や描画幅は図２－１－１－３と同じ。断面図中の青線はフィリピン海

プレート上面の位置 2)を、地図中の白菱形は観測点位置を表す。  

 

 

 N-net 沖合システムが利用可能となった 2024 年７月以降に日向灘で発生した Mj5.5

以上の３地震及び 2026 年２月 25 日に四国沖で発生した Mj5.0 の地震について、三次

元地下構造モデルに基づいて評価した初動解を、Hi1D の初動解及び気象庁による CMT

解 5)と比較した。結果を図２－１－１－５に、各地震の気象庁による震源情報 5)を表２

－１－１－１に示す。検討対象とした全ての地震において、発震機構解推定結果間の差

異は小さく、CMT 解とも概ね一致する解となった。「南海トラフ地震臨時情報（巨大地

震注意）」の対象となった地震①では、Hi1D 解の走向が他の解よりもやや北向きに求ま

っていた。Hi1D 解は、他の地震を含め、震源球上に円弧を描くように観測点が分布し

ている点が特徴的である。これは、一定の震央距離以遠の観測点における射出角評価に

ヘッドウェーブが強く影響していることを表している。極性が不一致となる観測点も

少なからず存在しており、節面推定の安定性に影響を与えている。地震①及びほぼ同じ

場所で発生した地震②は、地震調査委員会により沈み込むフィリピン海プレートと陸

のプレートの境界で発生した地震であると評価されている 7),8)。これらの地震の MB22

解及び CMT 解はいずれも低角逆断層型を示しており、この評価と整合している。これに

対して、BN24 解の節面は高角に求まった。地震①及び②は BN24 で用いた三次元地下構

造モデルの端部に近いため、フィリピン海プレート形状を含めた地下構造の解像が十

分では無いことが影響した可能性が高い。一方、これらの地震の北東側で発生した地震

③はフィリピン海プレート内部で発生した地震である 9)。この地震の BN24 解はほぼ CMT
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解と同様であるほか、極性不一致となる観測点も極めて少ないことが分かる。四国沖の

地震（地震④）の震央直上周辺には、新たに敷設された N-net 観測点が分布している。

陸域観測点のみで初動解を計算すると横ずれ成分の強い解が示唆されるが、菱形ある

いは四角で示された N-net 観測点の初動極性を取り込むことによって CMT 解と同等の

発震機構の推定が可能となっており、N-net が安定した初動解推定に大きく貢献してい

る。 

 

 

 

図２－１－１－５ 主な地震の発震機構解推定結果。番号①～④は、に対応する。地図中、

気象庁一元化震源カタログによる震央位置を赤星、南海トラフ巨大地震想定震源域 6)を灰

色の線で示した。地図中及び初動解震源球上において、Hi-net、N-net 沖合システム、沿

岸システムの観測点位置をそれぞれ丸、菱形、四角で示した。 
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表２－１－１－１ 発震機構解を確認した地震の諸元 5) 

 震源時刻 北緯 東経 深さ Ｍ 

①  2024/08/08 16:42:55 31.738° 131.723° 31 km 7.1 

②  2025/01/13 21:19:32 31.829° 131.570° 36 km 6.6 

③  2025/08/17 06:13:14 32.038° 131.936° 29 km 5.7 

④  2026/02/25 18:07:46 32.149° 132.704° 33 km 5.0 

 

 

本サブ課題では、今後、南海トラフ域を対象とした三次元地下構造モデルを用いた自

動震源決定システムと同様のシステムを日本海溝・千島海溝を対象に新規構築し、震源

計算結果の評価を行う予定である。日本海溝・千島海溝域を対象とした試験計算を新た

に開始するための環境整備として、今年度は、南海トラフ域用に整備した 3D 震源決定

システムが稼働しているサーバ上に日本海溝・千島海溝域を処理対象とする新たな VM

を立ち上げた。基本設定は南海トラフ域と同等とし、三次元地下構造モデルには地震波

走時トモグラフィ解析による構造モデル 3)を仮設定した。  

 

2) 海域観測データを用いたスロー地震モニタリング 

本サブ課題では南海トラフ地震臨時情報へ貢献することを視野に、N-net 及び

DONET を用いて南海トラフ浅部微動のモニタリングを行うことを目的の一つとして

いる。本年度は N-net のデータを用いた微動の検出と微動源の決定を試みた。  

N-net は沖合システムと沿岸システムの２システムからなり、それぞれ 18 観測点に

加速度計、速度計、水圧計を有している。本サブ課題では、2025 年６月に完成した N-

net の速度計で取得された３成分の波形データを解析に用いた。目視によって連続波形

を確認したところ、日向灘から南海トラフ及び室戸沖に設置した沖合システムと沿岸

システムの観測点で振幅が比較的小さいにもかかわらず継続時間の長い（１分以上）、

微動と考えられる波形が確認できた。一例として、図２－１－１－６に連続波形記録を

示す。ほぼ全点で観測される通常の地震のほか、概ね N-net の敷設海域の西半分にあ

たる足摺岬沖から日向灘の海域に設置した観測点（図２－１－１－６下段の下半分）で

微動と考えられる波形が観測されていた。  

次に、微動源を決定するためのモニタリングシステムを試験的に構築した。今回は

DONET での微動モニタリング 10)と同様の手法を採用し、一次元地震波速度構造を仮

定した。まず、２～８Hz のバンドパスフィルタを連続波形に対して適用し、１Hz で

リサンプリングして各観測点のエンベロープ波形を作成した。次に、エンベロープ相関

法 11),12)を用いて微動の検出と微動源の決定を行った。震源決定された結果を既存の地

震カタログと照合し、微動、地震、エアガンといった分類を行い、可視化を行った。微

動源の決定の結果、N-net の敷設海域の西半分にあたる足摺岬沖から日向灘の海域で微

動が決定された。暫定的な微動の分布を図２－１－１－７に示す。なお、主な活動時期

は、既報 13)の 2024 年８月の日向灘の地震の発生後に加え、2025 年１月の日向灘の地

震後、2025 年５月下旬、７月中旬であった。今後、微動の発生位置とともに精査する
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予定である。  

一方、DONET の海域における南海トラフ浅部微動のモニタリングについては、過年

度に防災科研で構築したモニタリングシステムを今年度に調達したサーバで稼働でき

るように整備した。以上により、N-net 及び DONET の海域における南海トラフ浅部

微動のモニタリングを着実に進めることができた。  

 

 

 

図２－１－１－６ N-net 沖合システムの速度計３成分の連続波形の例。トレースは上か

ら室戸から串間の順に 18 観測点の波形記録を並べた。（上）2024 年８月に発生した日向

灘の地震時の記録。（下）その後の地震と微動を含む記録事例。  
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図２－１－１－７ N-net を用いた微動分布の暫定的な結果（赤丸）。赤線は N-net 沖合シ

ステム、青線は沿岸システム、白丸は観測点の位置を表す。  

 

3) 新たな海域観測データの取得と解析方法の検討 

N-net は、沖合システムが約 900km、沿岸システムが約 740km の光海底ケーブルに

よって高知県室戸市の室戸ジオパーク陸上局と宮崎県串間市の串間陸上局がつながっ

ている。このうち、室戸ジオパーク陸上局及び串間陸上局からそれぞれ約 50km 程度、

監視用の光ファイバが両システムに整備されている。この監視用の光ファイバは、イン

ライン観測で使用する光ファイバとは別に沖合システム及び沿岸システムのそれぞれ

で利用可能である。本年度は、串間陸上局から沖合システム及び沿岸システムの監視用

に整備されている光ファイバを用いて、DAS 観測を実施することとした。  

2026 年３月に東京大学地震研究所より串間陸上局に２セットの DAS 計測装置（イ

ンテロゲータ）、データ収録装置、刻時用 GNSS、UPS とその周辺機材等を運搬し、そ

れらを串間陸上局のサーバ室内に設置した。インテロゲータは OptaSense 社の QuantX

を用いた。刻時にはサーバ室内で GNSS 信号を分岐、再放射したものを受信して利用

した。沖合システム及び沿岸システムの海底ケーブル端末をそれぞれ DAS 計測装置に

接続し、10ｍ間隔で約 5,000 チャンネルを設定して観測を開始した。写真２－１－１

－１は沖合システムと沿岸システムそれぞれの DAS 計測装置等の設置状況と観測の様

子である。タップテスト等を経て、2026 年３月 18 日より両システムの観測をスター

トした。 
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写真２－１－１－１ DAS 計測装置等の設置状況と監視用の光ファイバによる DAS 観測

の様子。左が沖合システム、右が沿岸システム。  

 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

地下構造が複雑な南海トラフ及びその周辺域で発生する震源の位置を適確に把握す

るためには、震央近傍で観測されたデータと現実に即した三次元地震波速度構造を用い

た震源決定を行う必要がある。今年度は、南海トラフ海域に新たに敷設された N-net の

観測データを三次元地下構造モデルに基づいて自動的に震源決定を行うシステムに導

入した。三次元地下構造モデルには、防災南海プロジェクトで構築した最新のモデル及

び地震波走時トモグラフィによるモデルを採用した。2003 年以降に日向灘で発生した

地震を対象として震源再決定を行ったところ、特に日向灘南部の沖合で発生する地震に

ついて、最新の三次元地下構造モデルと N-net の観測データを導入することで震源の深

さを著しく安定して推定可能なことが明らかになった。以上により、今年度の目標であ

る 3D 震源計算システムへの N-net データの追加及び計算結果の評価は達成された。た

だし、Hi-net システム上での N-net 沿岸システムのデータ処理は 2025 年 10 月に開始

したばかりであり、震源位置や発震機構解推定への貢献は未評価である。また、N-net 各

観測点の特徴把握を進め、より高精度な震源を推定するための観測点ごとの走時補正値

を評価する必要がある。地震活動の活発な日本海溝・千島海溝域に対しては、南海トラ

フ用に整備した 3D 震源決定システムに、当該地域の既存三次元地下構造モデルを仮設

定する環境整備を行った。今後、自動処理を行うための処理性能の確認及び計算パラメ

ータの設定、震源計算結果の評価を行う。また、南海トラフ域、日本海溝・千島海溝域

ともに、新たな構造モデルが構築された際には、それぞれの 3D 震源計算システムにモ

デルを反映する必要がある。  

南海トラフ沿いで発生するスロー地震（微動）活動について、N-net の沖合システム

及び沿岸システムの速度計で得られたデータを用いて、その分布を明らかにした。目視

による連続波形の確認を行ったほか、一次元地震波速度構造を仮定した、エンベロープ

相関法による試験的なモニタリングシステムを構築して解析を行った結果、微動は主と

して N-net の敷設海域の西半分で発生していることが明らかとなった。また、導入した

サーバにおいて DONET を用いたモニタリングシステムを稼働できるよう整備した。以

上のように、本年度の目標は達成できた。今後、N-net 海域においては結果を精査する
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とともに、観測点補正等により振幅を考慮することで微動のエネルギーを決定する。さ

らに、現在手動で実施している解析を安定的に自動で行うことで、網羅的に微動源を決

定する予定である。また、N-net 及び DONET を同時に用いた解析も行う予定である。 

N-net を用いた新たな海域観測データの収集を目的として、N-net 沖合システム及び

沿岸システムの監視用の光ファイバを用いた DAS 観測を開始した。観測期間は約２ヶ

月を予定している。今後、DAS 観測によって得られた時空間的に稠密なデータと N-net

の地震計や津波計データとを比較して、観測データの評価等を行う。  
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2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 

 

(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

②  AI(深層学習)技術を用いた走時計算手法及びトモグラフィ手法の開発 

(a) 業務の要約 

震源決定の高精度化には高精度な三次元地下構造モデルが不可欠だが、防災南海プロ

ジェクトで構築された三次元地下構造モデル 1)も含めて、既存のモデルでは構造推定に

伴う不確実性はほとんど把握されていない。本サブ課題では、この課題解決に向けて、

地球科学分野において不確実性の定量化のために広く用いられるベイズ推定に基づき、

走時トモグラフィ解析手法による三次元地下構造モデルの構築と不確実性の評価を行

うことを目指す。ベイズ推定では確率分布を推定するために多数の走時トモグラフィ計

算結果からなるアンサンブルを作る必要があり、必然的に計算負荷が高い。そこで、ベ

イズ推定での活用を念頭に Physics-informed neural network (PINN) に基づいた効率

的な走時計算手法を開発した。加えて、PINN に基づくベイズトモグラフィ解析手法の

開発も実施した。さらに、本トモグラフィ手法を用いて、紀伊半島沖の 3 次元Ｐ波速度

構造モデルのアンサンブル推定を行い、推定結果の不確実性を定量化することに成功し

た。 

 

(b) 業務の成果 

1) 紀伊半島沖三次元Ｐ波速度構造のアンサンブルモデルの構築 

防災南海プロジェクトにおいて、これまで蓄積されてきた二次元や三次元の様々な

構造情報を元に、南海トラフ域の三次元Ｐ波速度構造モデルが構築された 1)。また、同

領域において海洋研究開発機構が実施してきた海域地震探査による制御震源データと

自然地震データを統合した走時トモグラフィ解析による三次元Ｐ波速度構造モデルも

構築されている 2),3)。このような構造モデルには、地震研究におけるコミュニティモデ

ルとしての役割が期待される。一方で、解析領域にはモデル構築に使用された地震デー

タにより地震波速度が拘束されていない部分が当然含まれているため、モデルの信頼

性に関する情報を明示することが課題となる。そのためには、速度構造の推定結果にお

ける不確実性の定量化が可能であるトモグラフィ解析手法が必要となる。 

そこで本サブ課題では、地球科学分野において不確実性の定量化のために広く用い

られる、ベイズ推定に基づく走時トモグラフィ解析手法の導入を検討した。ベイズ推定

は、推定対象のパラメータに関する事前情報とデータからの情報を合わせた下でのパ
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ラメータの確率分布を求める。非線形性の強い走時トモグラフィ解析においては、速度

構造を最少でも数百程度のメンバーからなるアンサンブルモデルとして推定すること

により、確率分布を近似的に表現することが望ましい。しかし、三次元地震波速度構造

をグリッドモデルにより表現し、それを数百個のアンサンブルとして管理することは、

データ量等の観点から容易ではない。そこで本研究ではさらに、Physics-informed 

neural network (PINN)4)によるメッシュフリーな走時トモグラフィ 5)を導入すること

とした。この手法では、速度構造をニューラルネットワークにより表現して推定を行う。

ニューラルネットワークは速度構造を関数そのものとして表現できるため、グリッド

モデルよりデータ効率がはるかに高く、速度構造をアンサンブルモデルとして保持す

ることも容易となる。PINN に基づくベイズ走時トモグラフィの手法は担当者らにより

すでに提案されており 6)、地震探査実データによる二次元Ｐ波速度構造モデルの推定に

も適用済み 7)であるが、三次元モデルへの適用性はこれまで未検討であった。  

まず、Sin 波型の空間パターンの人工的三次元速度構造に基づく数値実験を実施し、

PINN に基づくベイズ走時トモグラフィ手法の適用性を確認した。そして、南海トラフ

域の一部、具体的には紀伊半島沖の領域を対象に、実データによる三次元Ｐ波構造のア

ンサンブル推定を行った。対象領域を図２－１－１－８に示す。Arnulf et al. (2022)2)

が用いた海域地震探査による制御震源データと自然地震データを統合したデータセッ

トから、対象領域に含まれるものを抽出して使用することとした。抽出したデータセッ

トには、制御震源と自然地震に由来するそれぞれ 322,549 と 61,710 の走時データが含

まれる。このデータセットに基づき、255 個のモデルからなる速度構造アンサンブルモ

デルを推定した。  

 

 

図２－１－１－８ 紀伊半島沖の解析対象領域。(a) 制御震源と受振点の分布。(b)自然地

震震源と受振点の分布。 

 

 

推定結果の断面、全体での可視化結果を図２－１－１－９、図２－１－１－10 に示

す。Arnulf et al.の結果とは、255 モデルのアンサンブル平均モデルでよく対応してい

る。255 モデルの標準偏差は不確実性の一つの指標となる。平均モデルと Arnulf モデ
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ルでずれのある部分は、不確実性の影響として説明できると考えられる。標準偏差の分

布は、制御地震データによる拘束が強い浅部では不確実性が小さく、自然地震データの

拘束が比較的強くなる深部に行くにつれ大きくなり、さらにデータからの拘束がない

端点では大きくなるといった解釈性の高い特徴を示している。 

  

 

図２－１－１－９ 図２－１－１－８(a)に示す(a)-(d)の断面位置における、平均Ｐ波速度

構造モデル（上段）、Ｐ波速度の標準偏差（中段）、Arnulf et al. (2022)  2)による平均Ｐ波

速度構造モデル（下段）。 
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図２－１－１－10 平均速度構造モデルの三次元可視化結果。Ｐ波速度が６km/s 以下の

領域を半透明としている。黒線は左から渥美、知多、紀伊半島、淡路島などを表す海岸線。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

Physics-informed neural network (PINN)に基づいたトモグラフィ解析にベイズ推定

手法を導入することで、紀伊半島沖の三次元Ｐ波速度構造モデルのアンサンブル推定を

行い、推定結果の不確実性を定量化することに成功した。以上により、今年度の目標で

ある走時計算方法の開発のみならず、来年度の目標である PINN に基づくベイズトモグ

ラフィ解析手法の開発に着手することができた。今後は、南海トラフ域全域での解析を

目指した解析領域の拡大を予定している。今回の紀伊半島沖の解析を行うために、

85GPU を 20 時間以上占有している。解析領域拡大のために、計算環境の確保が重要と

なる。また、計算プログラムで用いる機械学習用ライブラリを、より計算性能に特化し

たものに移行することで、計算時間短縮を図ることも検討する。  
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1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

 

③ 三次元地下構造モデルの構築及び更新に向けた取り組み 

(a) 業務の要約 

防災南海プロジェクトで構築した南海トラフ域の海陸統合三次元地下構造モデルの

精緻化、信頼性向上のための更新及び日本海溝・千島海溝域の三次元地下構造モデルを

実データに基づき新たに構築するため、地下構造に関する既存の研究成果など公表済み

の知見を整理するとともに、地下構造の構築に有用な未公開の構造探査データの収集に

向けた取り組みを進めた。日本海溝・千島海溝域については、国内の多数の大学等の研

究者に聞き取り調査を進めた結果、三次元地下構造モデルの構築にきわめて有用な多数

の未公開データを本プロジェクトで活用できる道筋をつけることができた。 

 

(b) 業務の成果 

1) 南海トラフ域の三次元地下構造モデルの更新に向けた取り組み 

防災南海プロジェクトで構築した南海トラフ域における三次元地下構造モデル 1)の

精緻化、信頼性向上のために、活用可能な既存の研究成果や調査観測データの収集に着

手した。防災南海プロジェクトの三次元地下構造モデルは、走時トモグラフィによって

構築した三次元地下構造モデル 2)を基盤としていたが、走時トモグラフィに用いた構造

探査データは 2010 年以前のもののみであった。2011 年以降、南海トラフでは海洋研

究開発機構だけでも 100 本以上の二次元反射法地震探査や 10 本以上の二次元屈折法

地震探査を実施しており、これらの人工震源データを DONET や Hi-net などの海陸定

常地震観測網で受信したデータを走時トモグラフィ解析に適用することで、三次元地

下構造モデルの精緻化や信頼性の向上が期待できる。しかし、反射法地震探査ではエア

ガン発振間隔が約 20 秒と短いため、前の発振による水中多重反射がノイズとして重畳

し、初動など地下を伝播した信号が著しく乱されてしまう。このため、実際の解析では

利用が困難であるという大きな問題がある。そこで、本年度は、AI を用いたノイズ抑

制手法の開発研究に取り組んだ。概念図を図２－１－１－11 に示す。繰り返し同一測

線で実施した構造探査データをスタックして得られた高品質（低ノイズ）データを教師

データとして用い、AI をトレーニングすることでノイズ抑制を試みた。現在までのと

ころ、二次元地震探査（オンライン発振）における突発ノイズ等への有効性を確認した。

水中多重反射の抑制は対応困難な課題であることは間違いないが、今後は、三次元構造

の構築で重要となるオフライン発振データにおける前の発振の水中多重反射について

も検証していく計画である。  
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図２－１－１－11 AI を用いたノイズ抑制処理の概念図。 

 

 

2) 日本海溝・千島海溝域のデータ収集・整備 

日本海溝・千島海溝域における海洋研究開発機構の海域地震構造探査観測データは、

南海トラフ域に比べて圧倒的に少ない（図２－１－１－12）。そのため、海洋研究開発

機構のデータのみでは、南海トラフ域に比べて解像度や信頼性が著しく低い三次元構

造モデルしか得られない。一方、千島海溝・日本海溝域では、様々な大学や研究機関等

が国のプロジェクト等を活用し、地下構造探査に関する研究を実施してきた。その成果

の一部は国際誌で論文として公表されているが、受託研究等の報告書のみにとどまっ

ているものも少なくない。さらに、観測データについては公開や利活用に関する情報が

明示されていないのが実情である。そこで本プロジェクトでは、これら既存の有用な研

究成果や観測データを掘り起こし、日本海溝・千島海溝の三次元地下構造モデルの構築

ならびに解像度や信頼性の向上に活用するとともに、それらのデータを将来の研究資

産として保存・継承していくことを目指す。  

令和７年度は、過去 20～30 年の間に日本海溝・千島海溝域で地震構造探査を実施し

た主要な大学である北海道大学、東北大学、東京大学地震研究所と相談、議論を重ね、

既存データの活用手順や、データ活用後の成果の公開方法等について整理を進めた。そ

の結果、本プロジェクトでこれらのデータを活用するための道筋を確立することがで

きた。 

本プロジェクトにとってとりわけ重要な観測データは、日本海溝全域と北海道沖の

千島海溝域を網羅して観測を実施した「日本海溝・千島海溝周辺の海溝型地震に関する

研究調査」（平成 16 年度～平成 20 年度）3)-7)（以下、海溝型調査）である。海溝型調査

では、年度ごとに自然地震観測のための長期間の海底地震計設置と構造探査を実施し

ており（図２－１－１－13）、その解析結果は、各年度の報告書等 4)-8)に記載されてい

る。これらの報告では構造探査結果は二次元に限られているが、実際の観測は全ての海

底地震計設置後に実施されている。このため、測線上でエアガンを発振したデータ（オ

ンラインショット）に加え、別測線で発振したデータ（オフラインショット）も海底地
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震計に記録されているはずである。オフラインショットは三次元地下構造モデルの構

築にも極めて有効である。そこで、本プロジェクトでは生データ（観測期間中の連続記

録）からオフラインショットを切り出し、解析に活用する方針のもと、関係者との調整

を進めている。  

一方、海溝型調査も含め、大学による構造探査データの多くは各大学独自のフォーマ

ットで保存されており、そのままでは近年の解析ソフトウエアを活用することが難し

い。今後、これらのデータを研究資産として継承していくためにも、業界標準フォーマ

ットに変換することが望まれる。このため本プロジェクトでは、各大学独自の旧来のフ

ォーマットを業界標準のデータフォーマット（SEG-Y）に変換する取り組みにも着手し

た。令和７年度は、北海道大学独自のデータフォーマットを SEG-Y 形式に変換するソ

フトウェアコードを開発し、実データに適用することでその有効性を確認した。  

 

 

 

図２－１－１－12 海洋研究開発機構が行った南海トラフ域、日本海溝・千島海溝域の構

造探査測線の配置（黒線）と海陸の地震観測点分布（凡例参照）。南海トラフ域に比べて、

日本海溝・千島海溝域の調査観測が少ないことがわかる。  
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図２－１－１－13 「東南海・南海地震等海溝型地震に関する調査研究」の一環として実

施された「日本海溝・千島海溝周辺の海溝型地震に関する研究調査」（平成 16 年度～平成

20 年度）の自然地震観測の観測点分布及び構造探査測線配置図。  

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

防災南海プロジェクトで構築した南海トラフ域における三次元地下構造モデル 1)の高

度化を目的として、活用可能な既存の構造探査データ及び構造研究成果の整理を進めた。

その一環として、膨大なデータ量がある反射法地震探査のエアガン発振を活用したモデ

ルの高度化の可能性を検討するため、AI を用いたノイズ抑制手法の開発を進めた。また、

日本海溝・千島海溝域における実データに基づく三次元地下構造モデル構築に向けて、

既存の構造探査観測の情報、データ、研究成果の収集を進め、今後の活用に向けた道筋

を確立した。さらに、各大学独自の旧来フォーマットを業界標準であるデータフォーマ

ット（SEG-Y）へ変換する取り組みにも着手した。以上により、南海トラフ域及び日本

海溝・千島海溝域の三次元地下構造モデルの高度化、構築に必要となるデータや知見の

収集・整備という本年度の業務目標を達成した。  

今後は、新たに収集した地震探査データも活用し、走時トモグラフィにより三次元地

下構造モデルの構築及び高度化を進めていく必要がある。蓄積されてきたデータ量が膨

大であるため、効率的な解析手順、手法の確立も求められる。また、本プロジェクトで

収集した既存データを将来にわたり多様な研究で活用可能な研究資産として継承して

いくためには、持続的なデータ維持・管理の仕組みを確立する必要がある。容易ではな
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い課題であるが、関係機関と協議を進めていくことが肝要である。  

 

(d) 引用文献 

1) 文部科学省研究開発局・国立研究開発法人海洋研究開発機構: 防災対策に資する南

海トラフ地震調査研究プロジェクト 令和６年度 成果報告書 令和７年５月, 

<https://www.jishin.go.jp/database/project_report/nankai-bosai/nankai-

bosai-r06/>, （参照 2026-3-25）, 2025. 

2) Arnulf, A. F., Bassett, D., Harding, A. J., Kodaira, S., Nakanishi, A., 

and Moore, G.: Upper-plate controls on subduction zone geometry, hydration 

and earthquake behavior, Nature Geoscience, 15(2), 143-148, 2022. 

3) 文部科学省 研究開発局・国立大学法人東京大学 地震研究所・国立大学法人名古屋

大学大学院 環境学研究科・国立大学法人東北大学大学院 理学研究科・独立行政法

人海洋研究開発機構：科学技術振興費 主要５分野の研究開発委託事業 新世紀重

点研究創世プラン ～リサーチ・レボリューション 2002～「東南海・南海地震等海

溝型地震に関する調査研究」 平成 16 年度 成果報告書, 平成 17 年５月, 

<https://www.eri.u-tokyo.ac.jp/nankai/seika16.html>,（参照 2026-3-25）, 

2005. 

4) 文部科学省 研究開発局・国立大学法人東京大学 地震研究所・国立大学法人名古屋

大学大学院 環境学研究科・国立大学法人東北大学大学院 理学研究科・独立行政法

人防災科学技術研究所・独立行政法人海洋研究開発機構：科学技術振興費 主要５

分野の研究開発委託事業 新世紀重点研究創世プラン ～リサーチ・レボリューシ

ョン 2002～「東南海・南海地震等海溝型地震に関する調査研究（東南海・南海地

震）（日本海溝・千島海溝周辺の海溝型地震）」 平成 17 年度 成果報告書集, 平成

18 年５月. 

5) 文部科学省 研究開発局・国立大学法人東京大学 地震研究所・国立大学法人名古屋

大学大学院 環境学研究科・国立大学法人東北大学大学院 理学研究科・独立行政法

人海洋研究開発機構：科学技術振興費 主要５分野の研究開発委託事業 新世紀重

点研究創世プラン ～リサーチ・レボリューション 2002～「東南海・南海地震等海

溝型地震に関する調査研究」 平成 18 年度 成果報告書, 平成 19 年５月, 

<https://www.eri.u-tokyo.ac.jp/nankai/H18seikaHP/H18seikaHP.htm>,（参照 

2026-3-25）, 2007. 

6) 文部科学省 研究開発局・国立大学法人東京大学 地震研究所・国立大学法人東北大

学大学院 理学研究科・独立行政法人防災科学技術研究所・独立行政法人海洋研究

開発機構：科学技術振興費 主要５分野の研究開発委託事業 新世紀重点研究創世

プラン ～リサーチ・レボリューション 2002～「東南海・南海地震等海溝型地震に

関する調査研究（東南海・南海地震）（日本海溝・千島海溝周辺の海溝型地震）」 

平成 19 年度 成果報告書, 平成 20 年５月, <https://www.eri.u-

tokyo.ac.jp/nankai/H19seikamokuji.html>,（参照 2026-3-25）, 2008. 

7) 文部科学省 研究開発局・国立大学法人東京大学 地震研究所・国立大学法人東北大

学大学院 理学研究科・独立行政法人防災科学技術研究所：科学技術振興費 主要５



33 

 

分野の研究開発委託事業 新世紀重点研究創世プラン ～リサーチ・レボリューシ

ョン 2002～「東南海・南海地震等海溝型地震に関する調査研究（日本海溝・千島

海溝周辺の海溝型地震）」 平成 20 年度 成果報告書, 平成 21 年５月, 

<https://www.eri.u-tokyo.ac.jp/nankai/H20seikamokuji.html>,（参照 2026-3-

25）, 2009. 

8) Nakahigashi, K., Shinohara, M., Mochizuki, K. et al.: P-wave velocity 

structure in the southernmost source region of the 2011 Tohoku 

earthquakes, off the Boso Peninsula, deduced by an ocean bottom 

seismographic survey, Earth, Planets and Space, Vol. 64, pp.1149-1156, 

2012. https://doi.org/10.5047/eps.2012.06.006 

 

(e) 成果の論文発表・口頭発表等 

1) 学会等における口頭・ポスター発表 

 

 

 

2) 学会誌・雑誌等における論文掲載 

なし 

 

 

(f) 特許出願、ソフトウエア開発、仕様・標準等の策定 

1) 特許出願 

なし 

2) ソフトウエア開発 

なし 

3) 仕様・標準等の策定 

なし 

発表した成果（発表題目、

口頭・ポスター発表の別） 

発表者氏名  発表した場所（学会

等名） 

発表した

時期 

国内・

外の別 

Denoising ocean bottom 

seismometer data with 

diffusion models: A real-

world application of 

DDPM to Geophysical 

Signal Enhancement 

（口頭発表） 

Su, J. 

Agata, R. 

Fujie, G. 

Nakamura, Y. 

日本地震学会 2025

年度秋季大会  

R7.10.20 国内 


